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問１ 貴事業所の業種についてお答えください。複数ある場合は、主たる業種をお答えください。（１つに○印） 

 

 

 

 

 

問２ 貴事業所の所在地についてお答えください。（１つに○印） 

 

 

 

問 3 現時点で、貴事業所に影響はありますか。（１つに○印） 

 

 

 

 

 

問 4 現時点で、貴事業所で、どのような影響がありますか。（あてはまるものすべてに○印） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5 今後の貴事業所への影響について、どのように予想されていますか。（１つに○印） 

 

 

 

 

 

問 6 今後、貴事業所で、どのような影響が続く・生じると予想されていますか。（あてはまるものすべてに○印） 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．現在、深刻な悪影響がある   ２．現在、やや悪影響がある  

３．悪影響と良い影響が同程度にある  ４．良い影響がある 

５．影響はない         ６．わからない 

第 1 回 米国関税政策の影響の実態調査（令和７年 6～７月） 

１．製造業        ２．卸売業      ３．小売業     ４．飲食業 

５．建設業        ６．サービス業   ７．運輸業     ８．不動産業 

９．その他（具体的に：             ） 

１．深刻な悪影響が続く・生じる     ２．今後、やや悪影響が続く・生じる 

３．今後、悪影響と良い影響が同程度になる・生じる  ４．今後、良い影響が続く・生じる 

５．影響はない、現在の影響は解消する     ６．わからない 

１．国内受注量・販売数の減少   ２．受注・販売価格の低下 

３．輸出量の減少    ４．受注した業務の一時中止や延期  

５．原材料・部品・商品等の調達難  ６．原材料・部品・商品等の価格の上昇 

７．見通し不透明による人員採用・設備投資等の計画見直し 

８．金融市場の不安定化・為替変動等による損失 

９．その他（具体的に：                                ） 

10．影響はない     11．わからない 

１．国内受注量・販売数の減少   ２．受注・販売価格の低下 

３．輸出量の減少    ４．受注した業務の一時中止や延期  

５．原材料・部品・商品等の調達難  ６．原材料・部品・商品等の価格の上昇 

７．見通し不透明による人員採用・設備投資等の計画見直し 

８．金融市場の不安定化・為替変動等による損失 

９．その他（具体的に：                                ） 

10．影響はない     11．わからない 

１．尼崎市  ２．西宮市  ３．伊丹市  ４．宝塚市  ５．川西市 

６．その他（            市・町） 
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問 7 貴事業所で対応を取られていますか。（今後、実施予定のものを含む。）（あてはまるものすべてに○印） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 8 対応を進める上で必要な支援がありますか。（あてはまるものすべてに○印） 

 

 

 

 

 

 

問 9 米国関税政策による影響に関して、尼崎市や産業団体へのご要望があれば自由にお書きください。 
 
 

 

 

 

最後に貴社の概要についてお伺いします。 

問 10 貴社全体の従業員数は何人ですか。（１つに○印） 

 

 

問 11 貴社の資本金額についてお答えください。（額を記入） 

 

 

問 12 貴社では、鉄鋼・アルミニウム製品､自動車､半導体製造装置 

 部品及び原材料関連の製造・販売等をされていますか。（１つに○印） 

問 13 貴社では、製品・商品等を輸出されていますか。（１つに○印） 

 

 

 

問 14 貴社では、現在、海外に事業拠点をお持ちですか。（１つに○印） 

 
 

 

ご回答について確認させていただくことがあるかもしれませんので、回答者様についてご記入ください。 
 
 
 
 
 

 

 

質問は以上です。ありがとうございました。

１．資金繰り支援  ２．国内での販路開拓支援  ３．海外での販路開拓支援 

４．価格転嫁支援(価格交渉) ５．生産性向上支援    ６．新事業展開支援 

７．雇用維持のための支援 ８．相互関税に関する情報提供や相談対応 

９．その他（具体的に：                              ） 

10．特になし 

１．国内での販路開拓    ２．米国以外の海外での販路開拓 

３．調達の変更等によるコスト削減  ４．既存事業の生産性向上 

５．価格交渉     ６．資金調達 

７．人件費の抑制·削減   ８．設備投資の延期や中止 

９．新規事業の展開    10．生産抑制·事業縮小 

11．その他（具体的に：                                 ）

12．今後、親会社や取引先等が対応を考えるため、わからない   13．特になし 

貴事業所名                           （部署） 

回答者 （役職）                     （ご芳名） 

E-mail  電話番号 （   ）    －     

１．している 

２．していない 

１．自社で輸出  ２．取引先を通じて輸出    ３．輸出なし 

４．その他（具体的に：                                ） 

１．ある ２．ない 

１．20 人以下   ２．21～50 人  ３．51～100 人   ４．101～300 人   ５．301 人以上 

１．資本金（             円）  ２．個人事業主や資本金がない団体である 


